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〔論文〕

エンジニアリング会社の会計
－その特徴と問題点一

佐藤康男

産業設備などの分野を手懸けている。そして，後

述するようにそれ以外でも大手ゼネコンとはいく

つかの点で異なっている。

わが国におけるエンジニアリング事業は，昭和

30年代にスタートしたといわれているが，元来ヨー

ロッパ，アメリカが先進国であったことはいうま

でもない。現在，わが国には代表的なエンジニア

リング会社が三つある。千代田化工建設株式会社，

日揮株式会社，東洋エンジニアリング株式会社一

通称ＴＥＣ－である。これら３社の事業内容は

もちろんほとんど同じであり，完成工事高でみる

と東洋エンジニアリングが他の２社よりも劣って

いるが，いずれも日本を代表するエンジニアリン

グ会社であることは誰もが認めるところである(2)。

このように，わが国のエンジニアリング事業は

これら３社によって独占されているにもかかわら

ず，この業界が一般に認められていないような現

象も見られる。たとえば，９３年６月現在，日揮㈱

は東京証券取引所の分類では建設業に区分されて

いるが，他の２社は（産業）機械に含められてい

る。すでに述べたように，これら３社の事業内容

が全く同一であるのに，このような分類になって

いるのは，わが国におけるエンジニアリング事業

の歴史が，他の産業と比較すると浅いことを示し

ている(3)。

さて，本稿ではこのようなエンジニアリング会

社の事業内容を明らかにすると同時に，その会計

システムに焦点を当てて，その特徴と問題点を述

べることにしたい。このようなテーマをとりあげ

た動機は，エンジニアリング会社の事業内容が一

般にあまり知られていないということと，そこで

使用されている会計方法も特殊なために，これま

で会計研究の対象としてとりあげられてこなかっ

たという点にある(㈹。したがって，この分野への

会計学からの研究アプローチは，わが国では最初

はしがき

わが国のエンジニアリング会社の発展は，戦後

における日本経済の発展および産業技術の進歩と

同じ軌跡を描いているようにみえる。短期間にお

ける発展は，当然に外国技術の導入が不可欠であっ

たし，それ以後の国内技術の開発とともに海外市

場への進出など，まさに日本産業の戦後の歩みそ

のままである。

「エンジニアリング」という用語は18世紀のヨー

ロッパで生まれたといわれ，ある目的を達成する

ためにあらゆる知識，技術，設備および資材など

を結集し，最適な形でこれらを機能させる一連の

活動を意味していたという(⑪。

今日では，このエンジニアリングという用語は

土木，建設，機械設備などの個々の分野でも使用

されている。たとえば，建設会社や造船会社，あ

るいは機械メーカーでもエンジニアリングと称す

る部門をもっている場合が少なくない。したがっ

て，本来の意味ではこれらの技術や設備すべてを

含んでいたにもかかわらず，今日ではいくぶん異

なった使用法がなされていることになる。

しかしながら，一般にわれわれがエンジニアリ

ング会社という場合には，建設会社とか，造船あ

るいは機械メーカーとは異なったイメージをもっ

ており，産業界でもその位置づけは定着している

といってもよいであろう。たとえば，わが国の建

設業の特徴を示す形態といわれる「大手ゼネコン」

は，エンジニアリング会社と内容が非常に類似し

ているにもかかわらず，工事の対象となるプロジェ

クトの内容によって明確に区分される。

前者はいわゆる一般建築物を対象としているの

に対して，後者のエンジニアリング会社は，プラ

ント設備と呼ばれる化学，エネルギー，環境保全，

交通システム，情報通信，バイオインダストリー，
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業界でその地位が認められたことになる。

(4)エンジニアリング会社の会計処理は，建設

業のそれにもとづいている。周知のように，

建設業会計は銀行およびリース業などととも

に商法とは別の規則によって行われることに

なっており~いわゆる別記会計と呼ばれ

る－鈩普通の企業の会計処理とはかなり

異なっている。それらの内容は順次示される

であろう。

のものである。

(1)千代田化工建設㈱の「会社案内」を参照に

している。

(2)これら大手３社以外にも，工業炉のトップ

メーカーである中外炉工業，総合プラントメー

カーの中堅である高田工業所，さらにはプラ

ントなどの工事会社である太平電業，高砂熱

学工業などもエンジニアリング会社としての

,性格を十分もっている．しかしながら，売上

高からみるとかなり規模は小さいし，海外で

の受注高も少なく，いわゆる総合エンジニア

リング業ではない。

また，新日鉄やＮＫＫのような鉄鋼会社も

総合エンジニアリング部門をもっている。し

かも，その部門の売上高は本稿で対象となっ

ている総合エンジニアリング会社に匹敵して

いる。たとえば，ＮＫＫの総合エンジニアリ

ング部門の売上高は,９０年度3,341億円，９１年

度3,370億円,９２年度3,970億円となっている。

これは製鉄事業の歴史は古く，しかも規模

が大きかったために，そのなかで培ってきた

さまざまな技術を都市開発やエネルギー開発

に応用できるということである。とくに，鉄

鋼産業の不況は多角化経営へと転換させてい

るが，その代表的なものがエンジニアリング

部門である。とくに総合ディベロッパーとし

て地域開発プロジェクト，都市ガス，上下水

道工事などの社会資本整備の関連事業を行っ

ており，エンジニアリング会社と完全に競合

している。

(3)東京証券取引所による株式の業種区分は，

４０年前の1953年に設定されたものである。し

たがって，その後の事業多角化やリストラを

反映していないので現実とは合わなくなって

いる。

このような事`情から，東京証券取引所は９３

年７月から新しい業種分類を導入し，現在の

２８分類を増加させ，100社以上の会社を入れ

替えた。それに，千代田化工建設，日揮，東

洋エンジニアリングの大手３社総合エンジニ

アリング会社はすべて建設業の区分になった。

４０年の歳月を経て，エンジニアリング業は産

1．日本のエンジニアリング会社

エンジニアリング会社の先進国は欧米であるが，

とくにアメリカが日本企業のモデルになっている。

本稿の初めに述べたように，わが国の建設業の特

色の一つとして大手総合建設業一通称ゼネコ

ン（generalcontractor）－があげられる。こ

れは周知のように，あるひとつのプロジェクトに

関するすべての施設を大手建設会社が一括して請

負契約をすることである。

しかしながら，建設会社は建物以外の施設や設

備機器に関しては生産および施工していないので，

それらについてはそれぞれの専門会社と契約する

ことになり，これがサブコン（subcontractor）

と呼ばれるものである。したがって，日本の大手

ゼネコンの売上高一完成工事高一は，世界

の建設業のなかではずばぬけて大きい(1)。しかし

ながら，建設会社の付加価値はかなり低くなるの

で，実態はかなり割引いてみなければならない｡・

このような大手ゼネコンの存在は日本だけにみ

られる特有のものであり，本稿で問題とするエン

ジニアリング会社と類似している。しかし，大手

ゼネコンが対象とするものは，すでに述べたよう

に建築物および土木工事であり，それらのプロジェ

クトの一括契約である。それに対して，総合エン

ジニアリング会社が対象とする分野は，石油精製

プラント・発電プラント・石油化学プラントのよ

うなかなり専門的で，高度な技術を要するもので

ある。したがって，大手ゼネコンがエンジニアリ

ング会社へと発展したのではなくて，このような

石油，化学，原子力などの分野で技術を蓄積でき

るバックグラウンドをもつ企業がエンジニアリン

グ会社を創設したのである。
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このことは，日本を代表する総合エンジニアリ

ング会社３社の経歴をみれば明らかである。それ

は，まさに日本における科学技術の発展の軌跡で

あり，国際市場へのプラント輸出の歩みを示して

いる。

（１）日揮株式会社

会社の沿革

千代田化工建設も東洋エンジニアリングも財閥

系企業のひとつの部門から分離・独立した会社で

あるが，日揮は独立系の企業としてスタートして

いる。

日揮は昭和３年に石油精製事業を泉州大津で開

始する目的で設立されたという歴史をもってい

る(2)。しかし，当時の日本は石油精製に関する技

術もノウハウもなかったので外国技術の導入に依

存せざるを得ない状況にあった。そこで，米国ユ

ニバーサル・オイル・プロダクツ・カンパニー

(現UOP）から特許を購入したが，住民の反対や

資金調達の困難などから当初の目的は実現しな

かった。

その後，この購入した特許を日本国内で販売す

る事業に転換し，上記ＵＯＰ社とも追加的な特許

の取得について合意していたが，間もなく第２次

世界大戦に突入したために，それはすべて解消さ

れてしまった。

戦後の昭和20年代はあまり活発な事業展開はな

されていなかったようであるが，昭和27年に上記

ＵＯＰ社と再び石油精製および石油化学に関する

特許の実施および建設に関する契約を締結するこ

とになる。昭和28年には東京都知事に建設業者と

しての登録をしている。

昭和30年代に入るとわが国でも石油産業がぼっ

興してきたが，その手始めとして出光興産の徳山

製油所を一括受注したことが，日揮の総合エンジ

ニアリングとしての出発点になっている。その後

は順調に発展し，３７年に東京証券取引所第２部に

株式上場し，４４年から第１部銘柄に指定されてい

る。そして，５１年には社名を「日本揮発油株式会

社」から「日揮株式会社一英文名ＪＧＣＣＯＢ

ＰＯＲＡＴＩＯＮ」に変更している。

現在，従業員数は2,500名程度であり，北海道，

青森ケ福島，大阪ゥ福岡，鹿児島の６ケ所に国内

事務所をもつと同時に，北京，インドネシア，シ

ンガポール，バーレインなど14ケ所に海外事務所

をもっている。総合エンジニアリング会社の特徴

は海外実績が多いことであるが，日揮の場合も海

外と国内の工事高はほぼ半分ずつになっている。

これまで中国，東南アジア，中近東，ソ連，アフ

リカ，東欧，中南米とおよそ40ケ国にプラント輸

出およびコンサルテーションの実績をもっている。

また，設計から運転開始までを一括して請負うフ

ルターンキーベースでの実績も多くある。

営業内容

日揮はその出発点が石油精製プラントであるた

めに，それに関連した事業が多くなっている。プ

ラントおよび施設の内容はつぎの五つに区分され

るようである。

Ｌエネルギー関連プラント

これは石油精製一常圧蒸留装置，減圧蒸

留装置，ガス回収装置，水素化脱硫装置，潤

滑油製造装置など－，天然ガス－天然

ガス採掘・収集設備，天然ガス液化装置（Ｌ

ＮＧの製造)－，都市ガス~都市ガス製

造装置，代替天然ガス（SNG)製造装置一，

石炭一石炭液化プラント，石炭ガス化プ

ラントー，発電一スチームタービン発

電設備，ガスタービン発電設備一，およ

び原子力関連に区分される。とくに，最近で

は福島原子力事務所の設置（昭和58年)，大

洗原子力技術開発センターの設置（同59年）

と原子力関連に力点をおいている。

２．化学関連プラント

これは石油化学プラント，無機化学．石炭化

学・ガス化学プラントー肥料製造装置，

触媒製造装置，水素製造装置など－，ファ

インセラミックス製造装置，の三つに区分さ

れる。最初の石油化学プラントも日揮の得意

な分野であるが，それはさまざまな種類の製

造装置からなっているが，一般人ではその名

称も聞いたことがないので省略している。

３．生活関連施設

この分野は上記二つのプラントとは直接的な

関連はないが，油脂脱臭・脱色装置，インス

タント食品工場，乳製品製造工場，冷凍食品

工場，醸造工場などの食品関連施設と，医薬

品・化粧品・洗剤などの工場の建設，病院，
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り，工事が完成して引渡した時点で売上高を計上

しているわけで，欧米のそれとはいちじるしく異

なっており，国際会計基準の論議のさいにはいつ

も引き合いに出されるのは周知の通りである。し

かし総合エンジニアリングの場合はいわゆる大

手ゼネコンとは異なっている。

表（１）最近３年間の売上高
単位（百万円）

研究・検査施設などの医療関連部門，さらに

通信施設，合成樹脂・合成繊維・合成ゴムな

どの関連施設の五つに区分される。

この分野は生活環境の改善および新しいビジ

ネスと結びついているので，今後の発展が期

待できよう。しかし，分野はかなり広いが，現

在のところ国内での受注が主力になっている。

４，備蓄・流通関連施設

これは石油およびＬＮＧ，ＬＰＧの備蓄のため

の施設やパイプライン，変電および発電設備，

さらには空港・港湾・海洋施設などを含んで

いる。

５．環境関連施設

大気汚染・産業廃棄物・騒音・悪臭などは現

在の社会的問題となっている。これらの問題

を解決するためには，近代的な環境保全シス

テムを開発しなければならない。都市下水の

処理システム，産業排水の再利用システム，

汚泥脱水装置，排煙脱硫装置などがそれであ

る。さらに，効果的な地域開発のためのコン

サルテーションもエンジニアリング会社の仕

事となる。

売上高の内容

さて，ここで日揮の業績について述べることに

しよう。現在の資本金は71億4,000万円であり，

資産総額は3,600億円程度である。周知のように，

エンジニアリング会社は自前の工場を持っていな

いために，他のメーカーと比較すると固定資産額

は少ない。ちなみに日揮の場合，資産総額に占め

る有形固定資産の比率は４％，－固定資産合

計でも10％－にすぎない。

エンジニアリング会社の売上高は建設会社と同

じように当期完成工事高であるが，最近３年間の

業績は工事別および国内・国外を区分すると表

（１）のようになっている。これは同社の有価証

券報告書より作成したものであり，すでに述べた

営業内容の区分に相応している。ただ，日揮の売

上高はフラクチュエーションが激しく，８７年度

(昭和62年）2,208億，８８年度（同63年）1,339億

円，８９年度（平成元年）1,859億円となってい

る(3)。これは売上高を計上する会計上の認識の問

題もある。後述するように，日本の建設会社は完

成工事基準によって売上高を計上している。つま

００３３１７６ 

５５１０４１１１； ■ロ■
■■ 

日揮の有価証券報告書には完成工事高の計上基

準としてつぎのように記されている。「完成工事

高の計上は，工事については完成工事基準により

収益を計上しているが，長期大型工事（工事期間

が24カ月を超え，かつ契約時受注金額が50億円を

超える長期大型工事（但し，工事期間が36カ月を

超え，かつ契約時受注金額が30億円を超える工事

を含む)）については，工事進行基準により収益

を計上している｣（４）

売上高が年度ごとに変動が激しいのは，二つの

理由が考えられる。第１はエンジニアリング会社

に特有な受注競争にある。とくに，海外での受注

は外国企業との競争になり，発展途上国の大型プ

ロジェクトも毎年平均して発注されるわけではな

工事別 90年度 91年度 92年度

国

内

石油関係工事

石ilil化学・一般化学
関係工事

ガス処理関係工事

一般製造設備関係
工事

原子力関係工事

都市・社会・情報通
信施設関係工事

|その他
小計

船羽髄飢則皿Ⅲ００６６５３３ ，７７０９１， ６６４３７５６ 
３４ 

３ 

139,687 

釦師魍哩卿翻幽９０７７１３２ 
３３ 

？ｊ８７ＪＰｊ １１ 

112,334 

９２５９３３６ 皿姐囲鯛皿拠師Ｉ９０７０，！ ７９９拠焔７１
４ 

127,487 

国

外

石油関係工事

石油化学・一般化学
|関係工事

ガス処理関係工事

一般製造設備関係
工事

原子力関係工事

都市・社会・情報通
信施設関係工事

その他

小計

５６９２７３４ ９０７０５５０ １２５６０３３ ，？？Ｉ．－ 
７ 

４９３３２ 
６ 

５２４ 

139,296 

船Ⅲ砺肛釦Ⅲ帥
３７８ 

８８５ 

１９０ 

，７ 

９９４ 

３４ 

２３５ 
１ 

233,176 

８１６ ６６９ ５４８ ■ロロケ■３５０ ８５３ 
１ 

６１ 鉛鍋
９ ２ ０ １１ 

272,721 

合計 278,983 345,510 400,208 
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い。このような受注高の波の大きさは，当然にそ

の後の完成工事高の変動となってあらわれること

になる。

第２の理由は，上述した売上高計上の認識基準

によるものである。すなわち，進行基準の対象と

ならない工事については完成基準になるので，そ

のことはやはり売上高の変動要因となる。たしか

に，同じような大きさの工事を継続的に行ってい

るならば，どのような基準を採用しても長期的に

は平均化されるが，工事の規模が異なれば完成時

期がある年度に集中することはあり得る。これが

理論的にみて，工事進行基準が主張される理由に

なっているのである。

（２）千代田化エ建設

会社の沿革と内容

千代田化工建設は，昭和23年に三菱石油株式会

社の工事部門が独立して資本金100万円でスター

トした。すなわち，三菱石油が自社の製油所の建

設工事をするために持っていた部門が独立して，

現在の総合エンジニアリング会社に発展したので

ある。したがって，当初は三菱石油の製油所工事

などを主に手懸けてきたが，昭和30年代に入りさ

らに石油産業の発展とともに企業も拡大し，昭和

36年には東京・大阪・名古屋の各証券取引所の１

部に上場している。

現在，資本金は147億円，従業員はおよそ2,800

人であり，東京都港区に東京本社をおき，横浜市

鶴見に横浜本店をおいているが，そこには１号館

から８号館までのしよう酒なピルが並び，その近

傍にも関連会社が群集しており，いわゆる熟千代

田化工村〃を形成している。

それ以外にも神奈川県に二つ，高松，水島にも

事務所をもっている。さらに，北海道，仙台，大

阪，九州に営業所がある。又，韓国，北京，タイ，

インドネシア，イラン，イラク，イタリア，オラ

ンダなどに海外事務所をもっている。海外関連会

社も12社におよんでおり，まさに世界的な規模で

エンジニアリング業を営んでいることがわかる。

千代田化工建設の営業内容は日揮とほとんど変

わらないし，売上高の規模も内容も大差ない。

ここで，千代田化工建設の売上高を示すことに

する。幸いにも有価証券報告書に示されている工

事別および国内・国外別の区分方法が日揮のそれ

とおよそ同じなので表（１）と比較すれば，両者

は規模や内容の点でほとんど同じであることが理

解できよう。このように，売上高の表示方法がまっ

たく同じなのは偶然ということはあり得ないが，

後述する東洋エンジニアリングではいくぶん違っ

ている。

表（２）最近３年間の売上高
単位（百万円）

4８ 

BＩＯ８１２１Ｉ 

8【

可
Ｉ
－
０
ｊ

ｒ
し

(住）９０年に決算期の変更をしたので90年度の売上高

は90年10月１日から91年３月３１日までの期間で

ある。

ここで両社の売上高がほぼ同じである91年度の

比較をしてみよう。千代田化工建設は国内と国外

の比率がほぼ同じであるが，日揮の場合には３対

7で海外の比率が高い。しかし，９０年度をみると

まったく比率が半々であるから，両社ともほぼ同

じである。

さて，国内と国外を合計した工事別売上高の比

率をみると，石油関係工事は日揮と千代田化工建

設の比率はそれぞれ49％，５０％で同じである。つ

ぎに，石油化学・一般化学関係工事の比率はそれ

ぞれ20％，２５％，ガス処理関係工事一千代田

化工建設では，ガスおよび動力関係となっている

が－は18％，１０％となっていてあまり大差は

ない。強いて両社の工事内容の違いをあげるなら

ば，日揮は原子力関係の工事に力点をおこうとし

ており，その実績もあるが千代田化工建設にはな

工事別 90年度 91年度 ９２年度

国

内

石油関係

石油化学関係

ガス及び動力関係

一般化学関係

社会開発関係

一般産業機械関係

その他

小計

５０３５ ３８１６ １１１５ 
●〃●５ケ

■ ４４６ 
４２ 

８ ７ 

９】２４４ ４１ 
75,659 

３３４５２５６ ９１８８００９ ２０３６３０３ ７，？７ 
Ｖ 

５００２１ 
０５２ 

１ 

180,081 

０６７５１ ８７８２１ ６６２４ ７？？ １１３ ７９８ 
８ ４ ２ 

０ ０ ４ 

247,931 

国

外

石油関係

|石油化学関係
ガス及び動力関係

一般化学関係

社会開発関係

一般産業機械関係

その他

小計

０５ ２２ 
９ 

８０ １１ 

３３ 
9２ 

876 

890 

131 

788 

662 

229 

554 

133 

５９５ ７３１ 
８ 

４１ ２１ 
６ 

180 

008 

332 

819 

315 

192 

886 

298 

853 

２ ７ 

８ 

８１１００ １１２２１ 
163 

580 

823 

344 

806 

631 

364 

356 

908 

合計 167 792 360 935 411 639 
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べた日揮，千代田化工建設と比較するといくぶん

小さい。それは売上高にもあらわれているが，工

事別の売上高区分は他の２社とは異なっている。

それは，やはり事業内容が異なっているからで

あろう。表（３）に最近３年間の実績が示されて

いる。

表（３）最近３年間の売上高
111位（百万円）

いことであろう。

このように両者の営業内容がほぼ同じであると

いうことは，強い競争関係にあるという裏付けで

もある。なお，千代田化工建設の完成工事高の計

上基準は「原則として，工事完成基準によってい

る。但し，契約高50億円以上かつ，工期18ケ月以

上の工事については，工事進行基準を採用してい

る」

ちなみに，売上高に占める工事進行基準による

金額は，９０年度64％，９１年度6796,92年度81％と

なっている。これも日揮と大差ない。

（３）東洋エンジニアリング

会社の沿革と内容

東洋エンジニアリング株式会社は，昭和36年に

東洋高圧工業株式会社（現三井東圧化学株式会

社）の工事部門が分離独立して，資本金３億円で

スタートしている。したがって，その設立は日揮

および千代田化工建設よりは遅く，しかもこれら

２社は石油精製業に関連したプラント建設から出

発しているのに対して，東洋エンジニアリングは

化学肥料プラントの建設が当初の主たる事業であっ

た。たとえば，設立当時の完成設備名を列挙する

と，ホルマリン製造設備・カーボンブラック設備・

パラホルム製造設備・化成肥料製造設術・尿素製

造設備・アンモニア製造設備などであり，すべて

全化学プラントである。

このように，出発点は他の２社と異なっている

が，今日では工場設備，集塵装置なども手懸けて

いる。しかし，依然として圧倒的に石油化学プラ

ント関係が多いのが特徴である。

昭和55年に東京証券取引所第２部に上場し，５７

年に第１部へ指定替えとなっている。現在，資本

金は122億円，従業員はおよそ1,500名で，東京都

千代田区に本社をおき，千葉県習志野市に総合エ

ンジニアリングセンターをもっている。また，千

葉県茂原市に技術研究所があり，最近はＣＩＭ，

ＦＡ，ＬＡ（laboratoryautomationlAI（人工

知能),CAE(computer-aided-engineering)な

どに重点をおいている。

国内では大阪に営業所があり，海外では北京，

バグダット，バンコク，テヘランなど７ケ所に事

務所を持っている。以上からわかるように東洋エ

ンジニアリング－通称ＴＥＣ－は，すでに述

１００７１４ 
■ 

■ 

東洋エンジニアリングの売上高も，他の２社と

同じように年度別の変動幅は激しい。たとえば，

1987年度の売上高は1,717億円，８８年度1,173億円，

89年度1,059億円である。国内と海外の比重も年

度毎にかなり変動しているが，総じてみるとやは

り半々といったところであろう。

なお，東洋エンジニアリングの完成工事高の計

上基準は「原則として工事完成基準によっている。

ただし，契約金額50億円以上かつ工期２年超の工

事については，工事進行基準を採用している」ち

なみに，売上高に占める工事進行基準による金額

は，９０年度18％，９１年度41％，９２年度59％となっ

ている。これは日揮，千代田化工建設と比較する

と比率が低くなっている。これは東洋エンジニア

リングの工事受注高は，他の２社と比較するとい

くぶん規模が小さいことを意味している。

東洋エンジニアリングは89年度までは，契約金

額が400億円以上で，かつ工期が２年以上の工事

について進行基準を採用していた。しかし，９０年

工事別 90年度 91年度 92年度

海

外

化学肥料プラント

石iIll化学プラント

石油およびガス関連
プ フ ン卜

ファクトリー.

オートメーション

その他

小計

5,762 

68,634 

8,254 

842 

135 

83,629 

２４３６６ ５０４５５ ７３１６８ 
０ｉｉ 

ＣＣ■ ５５４３１ 
１６ 

１ 

100,714 

５２４５７ ９５１１５ ６７３２３ 
００７ 

０Ｆ■ ４５８６２ 
４ 

１ 

77,335 

海

外

石油化学プラント

石油およびガス関連
プ フ ント

原子力プラント

ファクトリー.

オートメーション

その他

小計

29,060 

130 

2,833 

14,199 

3,686 

49,910 

７２２１８ 胡ｎｕ記的９０ワリ‘４４３７１ 
７ 

91,491 

50,540 

1,027 

5,379 

23,249 

7,070 

87,266 

合計 133,539 192,206 164,601 
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度から現在の50億円以上の工事に変更したのは，

他の２社の基準に一致させたものと思われる－

有価証券報告轡には「工事の小型化等に伴い，期

間損益計算の適性化を計るため，…」と記されて

いるが－゜したがって，現在では日揮の特例一

契約金額30億円以上で，工期３年以上も含む－

を除けば，３社とも同じ基準を採用していること

になる。

（４）３社の業繍比較

ここで，日揮，千代田化工建設，東洋エンジニ

アリング３社の業績比較をしてみよう。しかし，

ここではこれら３社のうち，どの企業の業績が良

いのか，ということを明らかにするのが目的では

ない。これら総合エンジニアリング会社の財務内

容と大手ゼネコンのそれを比較して，それぞれの

特徴を浮き彫りにすることが目的なのである。

表（４）に示したのは，エンジニアリング会社

のそれぞれの項目の数値である。すでに述べたよ

うに，エンジニアリング会社の売上高（完成工事

高）は年度によって変動が激しい。そこで，ここ

での数値は91年度（91年４月から92年３月まで）

と92年度の平均値で示してある。それ以外の金額

も同様である。

表（４）３社の業細
111位（百万円）

表（５）大手ゼネコン４社の業綱
地位（億円）

(注）これらの金額92年度の決算数値である。

建設､大成建設，大林組の比率はそれぞれ，６．１

％，4.5％，5.1％，3.2％であるが，日揮，千代田

化工建設，東洋エンジニアリングは各々3.1％，

2.7％，2.8％にすぎない。この原因はいろいろ考

えられるが，エンジニアリング会社の仕事は海外

工事が多いので競争も激しく，リスクも大きいと

いうことだろう。

しかし，自己資本比率はエンジニアリング会社

が20％台であるのに対して．大手ゼネコンは12％

から15％台であり，低くなっている。表（４）

（５）からも分かるように，自己資本利益率は大

手ゼネコンのほうが高い。現在，社会問題ともなっ

ている建設業界の談合体質が，これまで利益を生

み出してきたことは否定できない。それに対して，

エンジニアリング会社はあまり利益も見込めない

ような海外工事でも，将来の受注を考慮すると入

札しなければならないケースもあると思われる。

しかし，建設業の利益率は高いといっても海外

の不良資産を膨大に抱えているのが現状であり，

しかも借金経営が長い間体質となっているので，

経営内容そのものはかなり苦しいのがわかる。

ロロ8１１８２７６

■､Ｒｎ■困祠■訂而

uＩＩＯロ80Ｉロ

(注）これらの金額は91年度と92年度の平均値である。

自己資本利益率は経常利益に対しである。
(1)たとえば，平成４年３月期の大手ゼネコン

の完成工事高を示すとつぎのようである。

清水建設21,683億円

鹿島建設19,547億円

大成建設19,803億円

大林組15,200億円

(2)本稿を書くにあたって日揮株式会社の財務

本部・山本隆夫財務部長にインタビューを申

し込んだところ，貴重な時間を割いていただ

表（５）に示したのは，大手ゼネコン４社の同

じ項目についての数字である。ただし，ここでの

金額は，すべて92年度の決算数値である。以下，

総合エンジニアリング会社と大手ゼネコンの比較

を簡単にしてみよう。まず，完成工事高（売上高）

の違いは歴然としている。日揮，千代田化工建設

の５ないし６倍が大手ゼネコンの売上高となって

おり，売上高経常利益率も高い。清水建設，鹿島

清水 鹿島 大成 大林組

完成工事高 21,683 19,547 19,803 15,200 

完成工事原価 1８ 778 17,271 1７ 364 13,465 

工事総利益 ２ 905 2,276 ２ 439 1,735 

経常利益 １ 326 880 １ 010 490 

総資産高 2７ 906 29,795 2４ ０９４ 481 

総資本回転率 ０．７８ 0.66 0.82 ｑ6５ 

自己資本 3,447 4,079 3.716 2,825 

自己資本利益率 0.38 0.22 027 ０．１７ 

日揮 千代田化工 ＴＥＣ 

完成工事高 372,859 386,287 178,797 

完成工事原価 342 933 357 767 160 521 

工事総利益 2９ 926 2８ 520 1８ 276 

経常利益 1１ 616 1０ 475 ５ ００３ 

総資産高 360 106 349 862 304 947 

総資本回転率 1.04 1.10 0.59 

自己資本 73,628 98,080 850198 

自己資本利益率 0.16 0.11 0.06 
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んでいわゆる「別記会計」と呼ばれるものである。

一般の会社は「商法」や「計算轡類規則」にも

とづいて財務諸表が作成されるが，建設業が例外

として特別の規定をもっているのは，やはり業種

が特殊であるという事情がある。

その特徴のひとつとして元請と下請がある。元

請とは発注者から建物・工事などの建築工事，あ

るいは道路・港湾などの土木工事などを直接受注

する業者であり，下請とは元請業者からこれら工

事の一部分を請負う業者である。下請業者は，大

工・左官などのように工事そのものを請負う業者

と，冷暖房設備・空調設備・エレベーターなどの

ような付帯設備工事を請負う業者の二つに区分さ

れる。元請業者の最大の企業がゼネコン（general

contractor）と呼ばれる大手総合建設会社である。

建設業のもうひとつの特徴は，謂負い工事はす

べて注文生産であり，工事内容も千差万別である

ということである。しかも，工事着工後に設計変

更がなされるのは日常茶飯事であり，注文ごとに

場所や規模が異なるので多くの工事現場を抱えて

いる(1)。

建設業はこのような特徴をもっているが，同じ

ように建設業会計が適用されるエンジニアリング

会社も，いくつかの点で建設業とは異なった特徴

をもっている。確かに，財務会計は建設業法に則

るので様式は同じであるが，管理会計，とくに原

価計算はかなり異なっている。したがって，エン

ジニアリング会社の会計システムを述べる前に，

この業界の特徴について簡単に記しておきたい。

（１）エンジニアリング会社の特徴

本稿の初めでも述べたように，エンジニアリン

グ業は欧米が先進国であり，わが国では昭和30年

代から石油産業の発達とともに成長してきた。し

たがって，欧米のエンジニアリング業の形態をそ

のまま導入しているという点で，日本式伝統を受

け継いでいる建設業とは異なっている。それでは

エンジニアリング業の特徴としては，どのような

点があげられるのであろうか。以下では，つぎの

六つの観点から述べることにする(2)。

これまでみてきたように，日本の総合エンジニ

アリング企業３社は国内と海外事業が同じ比率で

ある。海外でのエンジニアリング活動とは，単な

る機器・資材の輸出ではなく，技術者・技術を含

きいろいろと有意義な話を伺うことができた。

ここでの記述はそのインタビューの内容と，

同社の「会社概要」および「有価証券報告書」

などの資料にもとづいている。多忙にもかか

わらず，長時間のインタビューに応じていた

だいたことに感謝の意を表したい。

(3)総合エンジニアリング会社も世界的な不況

の波に洗われているが，日揮は最近の来期

（94年３月期）決算見通しの発表によると，

経常利益が72％増と２期連続で更新するとい

う。特定（特定金銭信託）・ファントラ（指

定金外信託）の処分損や為替差損がなくなる

ほか，資材価格の下落や赤字工事などの一掃

で収益が良くなるという。いわゆるバブルの

後始末がある程度完了したことを示している。

(4)ちなみに，売上高（完成工事高）に占める

工事進行基準による金額は，９０年度が52％，

９１年度が75％，９２年度が77％となっている。

これらの比率は一般に予想されるよりもかな

り高い。後述するように，東洋エンジニアリ

ングも千代田化工建設も同じような基準を採

用している。

しかし，大成建設や三井建設のような例外

を除くと、日本の大手ゼネコンを含む建設会

社は工事進行基準は採用していなく完成基準

によっている。しかし，国際会計基準が導入

されれば工事進行基準の採用が求められるこ

とになるが，大手ゼネコンはそれに対して反

対の意を表明している。その理由は，進行基

準の導入は経理事務の増大を引き起こすとい

う点にあると思われる。しかし，今回の筆者

によるエンジニアリング会社へのインタビュー

によれば，そのような懸念はないようである。

それゆえに，実施されているのであろう。

2．エンジニアリング会社の会計

本稿の最初に述べたように，エンジニアリン

グ会社の会計は，基本的に建設業会計の領域には

いる。建設業会計とは「建設業法施行規則一

昭和24年建設省令14号，最終改正昭和57年」様式

第15号から第17号までの定めにしたがって行われ

る建設業に特有な会計方法であり，銀行などと並
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んだ複合体の輸出であるという点にこの業界の第

１の特徴がある。

第２の特徴は，エンジニアリング業における最

大の財産は人であるという点にある。従業員の９

割以上は技術者であり，しかも大学院卒の多い高

学歴集団である。また，この業界で売上高に対し

て従業員数が少ないのは，工場をもたないで外注

に依存することにもあるが，関連会社も含めて他

企業の技術者がそれぞれのプロジェクトに参加す

るからである１０)。これはエンジニアリング会社の

受注状態によるもので，大規模な受注に成功した

場合には大量の技術者が必要となるが，規模の小

さい工事だけのときは高額な人件費は足かせとな

る。つまり，クッションとして外部者を利用して

いるのである。

第３の特徴は，建設業に比較してエンジニアリ

ング業の受注工事は大規模で，かつ工期が長いと

いうことである。このことが売上高の計上にさい

して，工事進行基準が採用されるゆえんでもある。

受注金額が1,000億円とか，3,000億円のようなも

のもあるし，工期が５年以上のものまである。し

たがって，資金の回収も多様であり，海外工事で

は延払いのような形態をとることもある。

海外での受注が多いのでリスクが大きいのも，

エンジニアリングの特徴である。第１のリスクは

工期が長くなるので，将来の金利および為替変動

の動向をどのように見積もるかという経済上のリ

スクがある(ｲ)。第２のリスクは，とくに後進国あ

るいは発展途上国と呼ばれる地域で発生するもの

であり，税制が変わったり，政変によって国の政

策が一変したり，あるいは戦乱によって工事の継

続が不可能になったりする－たとえば，イラ

ンーイラク戦争で建設が中止となったイランの

IJPCの例一政治上のリスクである。そして，

これら以外にもプラントを建設するさい，自然環

境や宗教・文化的な違いから発生するリスクもあ

る。これはプラント建設の進捗状況に大きな影響

を与えるので，事前に十分見積もらなければなら

ない。

第５の特徴としては受注形態が多様で，かつ海

外での受注が多いことがあげられよう。エンジニ

アリング業の受注契約では，「ＬｕｍｐＳｕｍ」と

｢CostPlusFee」と呼ばれる二つの形態がある。

前者は受注の時点で，そのプロジェクトに要する

すべての金額が決定するもので，一括契約ともい

えるものである。それに対して後者は，プロジェ

クトのために支出された経費はすべて発注者が支

払い，エンジニアリング会社はFeeだけを受取る

というものである。

当然に，ＬｕｍｐＳｕｍ契約ではエンジニアリン

グ会社がすべてのリスクを負担するので損失をこ

うむることもあるが，逆に高い利益をあげるチャ

ンスもある。この契約形態は社会主義国家や中近

東諸国に多く，日本企業では主流となっている。

もうひとつのCostPlusFee契約は，発注者が

すべてリスクを負担することになるので，そのプ

ロセスが完了するまでは金額が決定できない。エ

ンジニアリング会社にとっては，必ず－定額の

Feeを受取ることができるので好ましい。この形

態は東南アジアで多く，欧米のエンジニアリング

業では主流となっている。

海外プロジェクトは国際競争入札となるので，

原価計算の方法が国際的に統一されている。それ

は入札価格がオープンになっているので，その原

始データの基礎となっている原価計算の方法が統

一されていなければ，比較ができないからである。

製造メーカーと比較すると，いわゆる゛どんぶり

勘定〃といわれる日本の建設業の原価計算とは，

この点でも大きく異なっている。

そして，海外のプロジェクトは当然に現地人あ

るいはその近隣諸国の労働者を雇用し，外国企業

から資材や機器を調達し，資金も現地で調達する。

つまり，ヒト，モノ，カネのすべてが海外市場で

調達されることになり，エンジニアリング業の国

際化はますます進んでいる。もちろん，建設業も

海外直接投資がバブル時代には増大したが，それ

らのほとんどが失敗し，現在は損失の補てんに苦

しんでいるだけでなく，海外事業の縮小・見なお

しが相次いでいる。

（２）エンジニアリング会社のプロジェクト管理

エンジニアリング業はまさに、技術商社"の色

彩が強く，プロジェクトの規模も大きく，かつ長

期にわたるので独特のプロジェクト・マネジメン

ト・コントロールシステムをもっている(5)。

あるプロジェクトを受注するまでにはさまざま

な活動があり，ユーザーの立場に立ってプランニ
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ングの段階からエンジニアリング会社は参加する。

これらの活動はプロポーザルと呼ばれ，基本計画

にはユーザーの要望にそって設計基本条項などが

含まれる。そして，契約が締結されると基本設計

にはいるが，これらのプロセスをまとめると図

エンジニアリング会社においてあるプロジェク

トを遂行する場合，もっとも重要な役割を果たす

のはプロジェクト・マネージャーである。彼はそ

のプロジェクトを遂行するためのヒト，モノの調

達，およびカネの使用に関するすべての権限が与

えられる。基本設計からオペレーションに至るま

での活動をジョブと呼んでいるが，ジョブ毎に予

算が決定されているので，その範囲内でプロジェ

クトを完成きせることが要求される。したがって，

エンジニアリング会社が利益を計上できるかどう

かは，まさにプロジェクト・マネージャーの手腕

にかかっているのである。

プロジェクト・マネージャーの仕事は，プロジェ

クト計画の立案，納期内に完成させるためのスケ

ジュール・コントロール，建設コストを予算内に

おさめるためのコスト・コントロール，品質保証・

管理，各部門からプロジェクト遂行に必要なエン

ジニアを選出するプロジェクトチームの組織など

が含まれる。

（３）エンジニアリング会社の原価計算

エンジニアリング会社も建設業と同じく，工事

毎に原価計算を行う個別原価計算の手法をとって

いる。しかし，作業手順および内容が異なるので，

原価計算の方法もかなり異なっている(7)。

エンジニアリング会社の原価

まず，メーカーの製造部門に相当するものが，

エンジニアリング部門ということになり，そこで

はプロポーザル活動，ジョブ活動および研究開発

活動が行なわれており，これらの三つの活動がエ

ンジニアリング会社の収益の源泉となっている。

したがって，これら三つの職種で発生するコスト

が，いわゆるメーカーの製造原価となる。

１）プロポーザル・コスト

２）ジョブ・コスト

３）研究開発・コスト

４）販売費および一般管理費（期間費用）

これら三つの活動別に原価計算することになる

ので，プロポーザル，ジョブ，研究開発のそれぞ

れのプロジェクトにナンバーが付されて，それご

とに原価が集計される。つまり，このナンバーが

メーカーの製造命令書番号になるわけである。

さて，上述した三つの製造原価は直接費と間接

費から成っている。たとえば，工事費・機器代．

（１）のようになる'`'。

図（１）プロジェクト・マネジメント・

コントロールシステム

フィージビリティースタディー

▽ 

基本計画

▽ 

基本設計

▽ 

詳細設計

▽ 

機材調達・検査

▽ 

▽ 

建設工事

▽ 

オペレーション

▽ 

メンテナンス・アフターケア

オペレーションには試運転も含まれるが，それ

が終了すると引渡しになるので，この時点で売上

高が計上されることになる－工事完成基準の

場合一。
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ライセンス・フィーなどの直接饗は，プロポーザ

ル，ジョブ，研究開発のそれぞれのプロジェクト・

ナンバーに直課される。また，エンジニアリング

部門で発生した間接費，つまり労務費と経費を会

計年度ごとに工数を基準としてプロジェクト・ナ

ンバーに配賦している。

タイム・シート

間接費の配賦は工数で行われるが，メーカーの

作業票に相当するものがエンジニアリング会社で

はタイム・シートである。たとえば，東洋エンジ

ニアリングの場合，毎朝タイム・シートに全社員

一外部企業の人も含む－が前日の業務の内

容を30分ごとに記入することになっている。この

タイム・シートはつぎの四つの目的に使用されて

いるという。

・マン・アワー管理

・間接費の配賦

・勤怠管理（残業代の計算）

・人事評価

マン・アワーの管理とは，人員計画，採用計画

にタイム・シートが使用されることであるが，ま

た見積資料にもなる。どのような業務に，どのク

ラスのエンジニアが，どの程度携わったかが明ら

かになるので，将来同じようなプロジェクトの見

積をするさいには，有効なデータとなりうるので

ある。

これらのタイム・シートは月別・年度別に集計

されるので，それぞれのプロジェクト・ナンバー

別に工数が集計されることになるので，それにも

とづいて間接費が配賦きれるわけである。

また，このタイム・シートは残業代の計算のほ

かにも人事の評価に役立っているという。すぐれ

たエンジニアはいつも多くのプロジェクトに関わ

ることになる。プロジェクト・マネージャーは，

自分が遂行するプロジェクトを予算内で完成させ

るためには，有能なエンジニアで組織しなければ

ならないからである。したがって，このような人

のタイム・シートには多くのプロジェクトが記入

されるので，人事評価のデータになるのである。

間接費の配賦

エンジニアリング会社の間接費は，エンジニア

リング部門で発生する労務費と経費であり．メー

カーの場合のように直接労務費と間接労務費の区

分はない。これは従事するエンジニアの給料を平

均してそれぞれのプロジェクト・ナンバーに配賦

してゆくという発想であろう。

つまり，これらの間接費を会計年度ごとに集計

して，プロジェクト・ナンバーに配賦しているわ

けである。

エンジニアリング会社での間接費の配賦は，基

本的につぎの三つの観点での考え方によって異な

る。第１は研究開発活動に対するものであり，間

接費をこの部門に配賦するかどうかという認識の

違いによって異なる。本稿で対象としたエンジニ

アリング会社では，研究開発費は販売費および一

般管理費として期間費用で処理しており，いわゆ

る繰延資産としては計上していない。

もちろん，研究開発部門がまったく独立してお

り，プロポーザルやジョブ活動と分離している場

合にはこのような問題は発生しない。しかし，こ

れら三つの活動がエンジニアリング部門一メー

カーの製造部門一に混在しているところに困

難がある。

それでは，間接費を研究開発部門に配賦してい

る場合と，していないケースではどのような違い

が生じるのであろうか。前者の場合には，研究開

発は将来の受注に結びつく基礎研究であり，利益

の源泉であると認識していることになる。それに

対して，後者はプロポーザルとジョブが間接費を

負担するのであるから，研究開発の性格を応用研

究と位置づけて原価性をもたせていることになる。

第２はプロポーザル活動から発生する費用の取

り扱いである。プロポーザル活動とは，いうまで

もなく受注前のものであるから，それが受注に結

びつく場合と，結びつかない場合の二つのケース

がある。前者のケースでは，それまでに要したプ

ロポーザル・コストは，当然に受注したプロジェ

クト・ナンバーの原価に含めるべきであり，異論

はないであろう。それに対して，後者のケースで

はそのプロポーザル・コストをどのように処理す

るかが問題となる。三つの方法が考えられる。第

１は受注したプロジェクトにすべて負担させる方

法であり，第２は期間費用として処理し，原価性

をもたせない方法である。そして，第３の方法は

これらの折衷であり，それらの費用の一部分を受

注プロジェクトが負担し，一部分を販売費および
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となる。したがって，この場合には社外のエンジ

ニアは，特定プロジェクトに臨時的に従事する色

彩が強いのであろう。エンジニアリング会社では

直接労務費と直接経費は存在しないと述べたが，

このようなケースではある。しかし，ここでの区

分は社員か，そうでないかにもとづいており，製

品の生産と直接に関連があるかどうかの区分では

ない。

千代田化エ建設と日揮のケース

千代田化工建設では，ジョブとプロポーザルだ

けに間接費を配賦し．研究開発にはしていない。

このことは，研究開発部門が他の二つの活動と比

較的分離しているのか，あるいはエンジニアリン

グ部門で行なわれた研究開発費のうち間接費は応

用研究の側面もあるので，ジョブとプロポーザル

に負担させようとしているのか，のいずれかである。

また，この会社も工数計算は社員だけであり，

社外の人の分は含めていない。もちろん，研究開

発に使用された直接賛は，試験研究費として販売

費および一般管理費に計上されている。

日揮は，間接費をジョブだけに配賦しており，

基準工数の算定には外部の人も対象としている。

この点では他の２社と異なっている。現場におけ

るエンジニアは，社員であっても社外の人であっ

ても，同じ作業をしている場合にはこの方法が妥

当である。しかし，ジョブだけに配賦するのは，

プロポーザルおよび研究開発活動が，すべて受注

したジョブの支援活動であるとみなしていること

になる。

これら２社において，受注に成功したプロポー

ザル・コストと結びつかなかったコストをどのよ

うに処理しているのかは不明である。東洋エンジ

ニアリングのように区分しているのかどうかも明

らかでない。ただ，これまでの記述から推定する

と，日揮はすべて受注プロジェクトに負担させ，

千代田化工建設は東洋エンジニアリングと同じか

もしれない。ただ，この会計処理は利益の変動に

影響を与えるので，そのときどきの税務当局との

交渉によっているのかもしれない。

（４）エンジニアリング業と建設業の原価構成

エンジニアリング業も基本的には建設業会計に

もとづいているので，両者の原価構成比率の比較

をしてみよう。ただ，どちらも材料費・労務費．

一般管理費とする方法である。

第３は間接費の配賦率を決定するさい，社員だ

けの工数によるのか，あるいはそれぞれのプロジェ

クトに参加した社外の人の工数も含めるのか，と

いう問題がある。前者の場合には，社外の人の労

務費，経費はそれぞれ携わったプロジェクト・ナ

ンバーに直接計上されることになり，直接澱であ

る。後者の場合には，実質的な仕事の内容に社員

も外部のエンジニアリングも差異がないことを重

視している。どちらが妥当であるかはいちがいに

いえないが，外部の人が特定のプロジェクトのみ

に従事している場合には，直接饗として計上され

るべきである。

このように，間接費の配賦はこれら三つの基準

をどのように考えるかによって異なることになる。

これらの処理方法を企業名をあげて紹介するのは

好ましくないので，公表されている東洋エンジニ

アリングの実例を示すことにする。

東洋エンジニアリングの例(8)

この会社では，ジョブ，プロポーザル，研究開

発の三つに間接費を配賦している。したがって，

間接費の配賦率の決定は分子にエンジニアリング

部門の労務費と経費の合計額，分母にこれら三つ

の業務に従事した時間の総数をもってきて，時間

当たり単価（Ｍ／Ｈ単価）を求める。そのさい，

工数に含まれるのは社員だけであって社外の人は

除外される。

さて，プロポーザル・コストであるが，受注に

成功したプロポーザル・コストのうち，印刷費，

設計費およびエンジニアリング部門の間接費の

三つについては繰り越され，以後のジョブ・コス

トに加算されるが，それ以外の交際費などの費用

は期間費用となる。そして，受注に結びつかなかっ

たプロポーザル・コストは，すべて販売費および

一般管理費となる('１。

インタビューによれば，受注に結びついたプロ

ポーザル・コストと結びつかないもののトータル

からみると，いわゆる完成工事原価に算入される

額と期間費用となるものの比率はほぼ同じである

という。

東洋エンジニアリングの場合，間接費の配賦基

準となる工数は社員だけであるから，社外の人の

労務費と経費はそれぞれのプロジェクトの直接賛
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外注費・経費の四つの原価要素からなっているが，

それらの内容はいくぶん異なっていると思われる。

両業界を代表する２社の完成工事原価報告書が表

（６）に示されている。

表（６）完成エ事原価報告書
１ＭL位（百万円〉

大成建設千代田化工建設

材料費244,01514.3％149,72839.6％

労務費174,21010.2１１’827３．１

外注費1,113,78265.4149’54139,5

経贄171,32910.167,11117.8

(うち人件費）（69,977）（3.7）

合計1,703,337100.0378,209100.0

工事・木工業←ガラスエ事などの直接工事が下請

会社で行われたものが含まれている。

また，経費の項目の下に示されているカッコのな

かの人件費は元請会社が現場に派遣した従業員の

給料，退職給与引当金，福利厚生費などである。

これは工事原価に占める人件費の比率を明らかに

する意図をもっている。

なお，経費に含まれるもので金額の大きい項目

は，設計費，事務所費用，交際費，事務用品など

の物件費である。このように，建設会社とエンジ

ニアリング会社は，同じような原価費目であって

も内容が異なるので単純には比較できない。しか

し，それが両業界の業務内容の違いを明らかにす

ることになるので，ここで代表的な２社の完成工

事原価報告轡を掲げたゆえんである。

（５）エンジニアリング会社の予算管理

ここでは東洋エンジニアリングの予算管理を簡

単に述べることにする。まず，図（２）に示した

同社の「予算制度の概要と種類」について説明し

よう。これを理解するためには，同社の経営組織

図を示したほうが良いと思われるので図（３）に

掲げてある。これは91年度の有価証券報告書に掲

戦されているものであるが，組織の改変は激しく

毎年のように改組されている。

東洋エンジニアリングでは，プラント事業本部，

産業システム事業本部，原子力・電力事業本部の

3本柱からなっており，予算編成も事業本部別に

(注）いずれも決算期間は93年３月期のものである。

ただし，大成建設は表（５）で示した数字と一

致しない。ここでは「開発事業等売上高」を除

外したもので示してある。

表（６）をみても明らかなように，原価構成比

率はかなり異なっている。エンジニアリング会社

の材料費の比率が高いのは，機器・資材の調達が

多いので理解できる。また，労務費はエンジニア

リング会社では外部の人に依存しているので，外

注費と合わせて判断しなければならないであろう。

建設業の原価計算では，直接材料費・直接労務

費・直接外注費・直接経費の合計が直接工事費と

なる。これに工事間接費あるいは現場共通費が加

えられて工事原価となる。したがって，大成建設

の場合の外注費には，防水工事・石工業・タイル

図（２）予１予算制度の概要と種類

営業収支予算

事業本部年度計画

全社年度計画

事業本部収支予算

研究開発費予算

四
重指
針
・
目
標
）

投資・設備費予算

資金予算

部門固定費予算
(経営方針）

利益 ･基本方針の決定

･進行状況管理

･プロポーザル完了報告

･受注プロジェクトの目標設定

個別プロポーザル管理 プロポーザル予算

･プロジェクト実行方針

および実行計画

･プロジェクト実行予算

･プロジェクト成果報告

個別プロジェクト管理 プロジェクト成果報告
凸◆
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図（３）東洋エンジニアリングの経営組織図
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なされる。年度予算は年２回編成されるが，営業

収支予算と事業本部収支予算は年３回作成される。

海外工事が多いので，為替変動を含めてリスクが

大きいのと，それだけ予測が困難なのであろう。

エンジニアリング会社の予算管理の特徴は，な

んといってもプロジェクト別管理にある。

すでに述べたように受注したプロジェクトは，

それを担当するプロジェクト・マネージャーが全

責任を負って予算内で完成するようになっている。

受注する前の段階のプロポーザル・マネージャー

が全責任を負っており，やはり一定の予算内で遂

行する。受注が確定すると，プロポーザル・マネー

ジャーがプロジェクト・マネージャーになること

もあるが，原則として別の人間が担当することに

なっている。

予算編成の中心スタッフは経理部であるが，各

事業本部と調艦して予算編成案を作成し，経営会

議に提出し，予算編成方針が決定される。ついで

経営会議から予算編成依頼状が提出され，各管理

元から予算資料を収集して編成作業に入る。とく

に，固定費の審議が重要視され，３日間ほどかけ

るという。一方，経営会議では受注方針の決定，

プロジェクト成果決定，工数計画決定などがなさ

れる。研究開発方針の決定は技術会議でなされ，

最終的には３月の経営会議で年度予算が決定され，

４月の初めに予算の示達がなされる。このような
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予算編成は年２回行われるが，もう１回の予算示

達は11月になされる。

以上が東洋エンジニアリングの予算管理の方法

であるが，おそらく他の２社においても同じよう

なプロセスをとっていると思われる｡基本的には

メーカーと同じであるが，プロジェクト管理が徹

底しているのが特徴としてあげられる。

（１）建設業会計については，つぎの著書がわか

りやすく，また業界の内容もわかる。澤田保．

lllHl亮一「わかりやすい建設業の会計実務」

大成出版社，1993年。

（２）ここでの記述は93年２月に行われた筆者が

主宰する「産学協同管理会計研究会」での岡

部滋氏（東洋エンジニアリング株式会社）の

発表に主として依拠している。また，これに

加えて筆者が独自に訪問した日揮および千代

田化工建設でのインタビューの成果も含まれ

ている。

（３）たとえば，東洋エンジニアリングの従業員

はおよそ1,500人であるが，それと同じくら

いの技術者が外部から参加し，また同じくら

いの人数が外注先で働いているので，実質的

には正規の従業員の３倍であるという。しか

も，外部からの技術者も同じ建物で，同じ机

で仕事をしているので区別がつかないという

奇妙な形態になっている。

（４）エンジニアリング会社の工事は，受注金額

が大きく，かつ工期も長いうえに，海外の多

くの国々で契約するのでさまざまな国の通貨

で資産を保持しているので為替リスクは大き

い。したがって，為替先物予約などでへツジ

をしている。

たとえば，東洋エンジニアリングの有価証

券報告書をみると，外貨建資産一現金預

金．完成工事未収金・有価証券・関係会社株

式など－と外貨建負債一工事未払余・

短期借入金・未払費用・預り金など￣の

内訳が示されているが,そこでの通貨の種類

はなんと20にもおよんでいる。

（５）ここでの記述は，主として日揮でのインタ

ビューに依存している。

（６）日揮の「会社概要」参照。

（７）ここでの記述は日揮，千代田化工建設で

のインタビューおよびつぎの文献に依拠して

いる。

・岡部滋「エンジニアリング会社における間

接費の配賦方法」原価計算研究（日本原価

計算研究学会）voL17，No.１，１９９２年。

・岡部滋「エンジニア会社における間接費の

配賦とABC」企業会計，1992年８月号。

(8)ここでの記述は上記の文献と東洋エンジニ

アリングへのインタビューにもとづいている。

(9)このような会計処理は理論的な面から行わ

れているのではなく，国税当局との折衝の結

果のようである。いうまでもなく，税務当局

からすれば，プロポーザル・コストをすべて

期間費用として計上することには抵抗がある。

一方．企業サイドでも一定の利益を確保する

ためには，受注に成功したプロポーザル・コ

ストのうち主要な金額については繰り延べる

にこしたことはないという思惑がある。

(10りここでの記述は「産学協同管理会計研究会」

での岡部滋氏の発表に依拠している。

むすぴ

建設業界は現在，いろいろな問題で社会の注目

を浴びている。とくに，建設業に特有な総使途不

明金"をめぐる問題は，この業界の不透明さを示

す典型的なものとして，社会の耳目を集めている。

たとえば，一般企業の実行税率は50％程度といわ

れているのに，建設会社のそれは60～70％にもな

るといわれている。

このような会計問題があるにもかかわらず，業

界の会計実務者を除いて，建設業会計を研究して

いるのはあまり聞いたことがない。本稿は，建設

業会計の適用を受けているにもかかわらず，特有

な業務内容をもつ総合エンジニアリング会社に焦

点を当てている。しかも，原価計算および予算と

いった管理会計の領域について述べたものである。

いままで，会計研究者がこのような業界の会計

について記した論文はないと思う。したがって，

本稿は地道な訪問調査の積み重ねによって行われ

たものである。その点では，わが国のパイロット・

リサーチであると自負している。

本文でも示したように，本稿を書くにあたって
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は東洋エンジニアリングの総務部副部長岡部滋氏，

日揮・財務部長山本隆夫氏，千代田化工建設‘主

計部主幹大野木公雄氏には訪問調査で貴重な時間

を割いていただいたことに感謝しなければならな

い。また，ここにとくに名前を出さないが，建設

会社の会計実務家の方々にもいろいろと御教示を

いただいた｡これをバネにして，今後は建設業会

計の分野にさらに踏み込んでゆきたいと思ってい

る（1993年７月31日)。
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